
牛肉・稲わらからの暫定規制値等を超える

セシウムの検出に関する状況について

本事案は進行中の事案であるため、緊急の調査を行い、把握ができた範囲

で、７月２７日時点の情報に基づき作成したものです。

今後の事態の推移等によっては、状況が変わりうることに留意願います。

第１２回原子力損害賠償紛争審査会提出資料

（審１２）資料１

平 成 ２ ３ 年 ７ 月 ２ ９ 日
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１ 牛肉等から放射性セシウムが検出された経緯等

３月
○１１日 原発事故発生（３ｋｍ圏内の避難指示等）

○１２日 水素爆発（２０ｋｍ圏内の避難指示等）
原子力安全・保安院からIAEAに通報(レベル４)

○１７日 食品に関する暫定規制値を設定

○１９日 福島県が、福島県内の農場から採取した原乳から暫定規制値を超
える放射性物質を検出した旨を発表。

農林水産省から東北・関東の各県に対し通知 別紙１
大気中の放射線量が通常よりも高いレベルで検出された地域にお
いて、事故後に刈り取った乾牧草の給与や放牧等を制限。

○２１日 原子力災害対策特別措置法に基づく初の出荷制限指示
福島県産の原乳、福島県、茨城県、栃木県、群馬県産の
ホウレンソウ及びカキナ

以後、野菜、水産物等について累次の出荷制限指示。

○２２日 １９日付の農林水産省通知を受け、福島県は関係団体に事故後
に刈り取った乾牧草の給与や放牧等を制限するよう通知を発出。

２９日には、農業技術情報(第５報)をホームページに掲載し周
知。事故発生前に刈り取った飼料で、倉庫など屋内で保管された
飼料を利用し、開放された保管場所では、乾草や稲わら等をシー
トで覆うなどして保管すること等を農家等に指導。 別紙２

○２４日 東京電力福島第一原発の半径２０～３０ｋｍ圏内の屋内退避指示

４月
○８日 福島県の一部地域で原乳の出荷制限が解除

その後、原乳について累次の出荷制限解除
１０日には茨城県産の原乳について出荷制限が解除

○１１日 原子力損害賠償紛争審査会設置

○１２日 原子力安全・保安院が本件事故を暫定評価（レベル７）

○１４日 農林水産省が東北・関東の各県に対し通知 別紙３
粗飼料の放射性物質の暫定許容値を設定

＜粗飼料中の放射性物質の目安＞

放射性セシウム 放射性ヨウ素

乳用牛 ３００Bq/kg ７０Bq/kg

肉用牛 ３００Bq/kg 農産物の出荷制限

その他の牛用 ５０００Bq/kg 地域以外で生産
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○２２日 農林水産省から東北・関東の各県に対し通知 別紙４
暫定許容値を上回る地域の粗飼料の早期刈取り及び保管等を指
導。

６月
○８日 農林水産省から東北・関東の各県に対し通知 別紙５

保管牧草等について、放射性物質の濃度に応じ、牛への給与の制
限、処分方法等を指導。

７月
○８日 東京都の検査の結果、福島県産(南相馬市)の牛肉(と畜後)から

暫定規制値(５００Bq/kg)を超える放射性セシウムを検出。当該
牛肉(１１頭分)については、全てと畜場に留めおかれ、市場には
一切流通していないことを確認。

しかし、原発事故以降、当該農場からは６頭が出荷・と畜され
ており、そのうち入手ができた３頭の牛肉について検査したとこ
ろ暫定基準値を超過。

福島県が南相馬市に対して、食用に供する牛の移動・出荷自粛
要請。また、県内全肉用牛農家を対象に飼養管理状況の再点検を
実施。

厚生労働省は、保健所を通じて、暫定許容値を超える稲わらを
給与した疑いのある農家から出荷された牛の肉を検査するよう指
示。

○９日 農林水産省から東北・関東の各県に対し再通知 別紙６
これまで発出した関連通知に沿った家畜の適正な飼養管理に係

る指導の再周知。

○１３日 農林水産省から各都道府県に対し通知 別紙７
計画的避難区域又は緊急時避難準備区域から各都道府県に移動

した家畜について、移動及びと畜場への出荷を自粛するよう、飼
養者に指導。

○１４日他 福島県以外においても、汚染された稲わらを肉用牛に給与した
ことが判明、又は牛肉からセシウムを検出。各都道府県は暫定許
容値を超える汚染稲わらを給与した農家に対して出荷自粛を要
請。 別紙８

また、ＪＡ全農みやぎやＪＡ栃木中央会等の生産者団体が、県
庁と相談の上、検査態勢が整備されるまでの間、出荷を自粛。

別紙９

○１５日 農林水産省から東北・関東の各県に対し通知 別紙１０
原発事故後に収集された稲わら・麦わら・牧草等を飼料及び敷

料として利用、販売・譲渡等を行わないよう指導。
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○１９日 原災本部による福島県産牛の移動・出荷制限指示 別紙１１

農林水産省から各都道府県に対し調査 別紙１２
全国の稲作農家等を対象に稲わら等の供給状況の調査を依頼。

この結果、宮城県等複数の県から汚染された稲わらが県境を越え
て流通し、複数県で牛に給与されている実態が判明。

○２３日 農林水産省から東北・関東の各県に対し通知 別紙１３
牛以外の家畜に対する飼養管理状況の調査を依頼し、飼養管理

が適正でない場合、家畜の移動・出荷を自粛するよう指導。

＜７月２６日現在の状況＞
計１６道県※の計１７０農家において、汚染された稲わらが給与されたこ

とを確認。これらの農家からの出荷頭数は２,９６５頭で、そのうち、トレ
サビリティシステムを活用し、流通段階で捕捉できた３９３頭分を検査し
たところ、うち３１頭が暫定規制値を超過。

※北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県、茨城県、埼

玉県、群馬県、栃木県、静岡県、岐阜県、三重県、島根県

※ なお、事故発生直後、牛の飼料等について、その大半を輸入しているが、
主要輸入港が地震による被災により長期にわたり機能を喪失していたこと
や、原発事故以後、穀物輸入船が放射能汚染を忌避して入港を拒否する事
例（いわゆる抜港問題）や輸送力の悪化等もあり、目の前で生きている牛
の餌をいかに確保するかは、農家にとって、きわめて切実な問題であった。

２ 東京電力福島第一原発事故に起因する畜産物への被害を軽減するための

国や県の取組の状況

国や県は東京電力福島第１原発の水素爆発等により広く大気中に放出され

た放射性物質による畜産物等への被害を軽減するため、その時点で入手でき

た情報を基に、例えば以下のような被害を軽減するための予防的措置を取っ

てきたところ。

この結果、原乳の出荷制限指示は福島県及び茨城県で留まったほか、４月

以降には両県における原乳の出荷制限指示は順次解除されてきており、この

ような取組に一定の効果があったものと考えられる。

また、７月８日に汚染牛肉・稲わら問題が明らかになったため、国等は原

因の調査を緊急に行うとともに、直ちに汚染牛肉・稲わらの流通防止や原発

事故に起因する被害の拡大抑止の対応を行ったところ。

（１）３月１９日に、農林水産省から東北・関東の１６都県に対して、大気

中の放射線量が通常よりも高いレベルで検出された地域において、事故

後に刈り取った乾牧草の給与や放牧を制限する通知を発出。

この通知を受け、福島県は、３月２２日に県内関係機関・団体に通知

するとともに、３月２９日に、家畜の飼料については、原発事故の発生

前に刈り取った飼料で、倉庫など屋内で保管された飼料を利用し、解放

された保管場所では、乾草や稲わら等をシートで覆うなどして保管する

よう指導する農業技術情報を発出。
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（２）４月１４日に、農林水産省から東北・関東の１６都県各県に対して、

粗飼料中の放射性物質の暫定許容値の設定等を通知。

（３）４月２２日に、農林水産省から東北・関東の各県に対して、調査結果

が暫定許容値を上回る地域の粗飼料の早期刈取り及び適切な保管等を指

導。

（４）６月８日に、農林水産省から東北・関東の１６都県に対して、保管牧

草等について、放射性物質の濃度に応じ、牛への給与の制限、処分方法

等を指導。

（５）７月９日に、農林水産省から東北・関東の１６都県に対し、これまで

発出した関連通知に沿った家畜の適正な飼養管理に係る指導の再周知。

（６）７月１３日に、農林水産省から各都道府県に対して、当面の間、計画

的避難区域又は緊急時避難準備区域から各都道府県に移動した家畜につ

いて、移動及びと畜場への出荷を自粛するよう、飼養者に指導を要請。

（７）７月１５日に、農林水産省から東北・関東の１６都県に対して、原子

力発電所事故後に収集された稲わら・麦わら・牧草等を飼料及び敷料と

して利用、販売・譲渡等を行わないよう指導。

（８）７月１９日に、農林水産省から全国の都道府県に対し、東北・関東の

地域で原発事故以降に収集された稲わら等の飼料又は敷料としての利用

状況の調査を要請。

（９）７月２５日に、農林水産省から各都道府県に対して、東北及び関東甲

信越の１７都県で発生した堆肥原料及びこれらを原料とする堆肥につい

て、当分の間、その施用・生産・流通を自粛するよう、農家及び関係業

者に指導を依頼。 別紙１４

３ 損害の発生状況

（１）政府等による出荷制限指示等に係る損害について

① 出荷制限指示等に係る損害について

（ⅰ）政府による出荷制限指示

７月１９日 原災法に基づき原子力対策本部から福島県に対して牛

の移動・出荷の停止を指示。

７月２１日 農林水産省は、計画的避難区域又は緊急時避難準備区

域から各都道府県に移動した家畜について、移動及び

出荷を自粛するよう、飼養者への指導を依頼。

（ⅱ）地方公共団体による出荷自粛要請 別紙１５

８日以降 １６都県が、暫定許容値を超える汚染稲わらの給与が判

明した農家等に対して出荷自粛要請
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（ⅲ）生産者団体による出荷自粛要請

ＪＡ栃木中央会、ＪＡ全農みやぎが、県と対応を相談の上、検査態

勢が整備されるまでの間、出荷自粛することを決定。

このほか、岩手県内の生産者団体等が出荷を自粛。

出荷制限指示等により、畜産物の出荷の断念を余儀なくされ、減収が

発生したほか、家畜の飼養を継続するための管理費等の追加的費用（餌

代等）が発生。

加工業者において、放射性セシウムで汚染された恐れのある食肉加工

品の納入・出荷停止等を行ったことによる減収が発生したほか、回収、

保管、廃棄等に伴う追加的費用が発生。

② 畜産農家へ稲わら等を供給する耕種農家等の損害について

上述の３月１９日付、４月１４日付、７月１５日付等の一連の農林

水産省による飼料給与等にかかる制限により、畜産農家に稲わらを供

給していた耕種農家や飼料販売業者において、販売断念により損害が

発生。

また、ほ場に置かれている放射性物質の付着した稲わら等の処分に

係る追加的費用が発生。

③ 東北、関東甲信越、静岡県における堆肥等の施用・生産・流通の自

粛に係る損害について

７月２５日の通知により、堆肥等の施用・生産・流通を自粛するよ

う、堆肥を使用する耕種農家等や堆肥原料を供給する畜産農家及び関

係業者等への指導を依頼。

これは、放射性セシウムに汚染された稲わらを給与された牛のふん

尿やふん尿から生産された堆肥及び原発周辺県の植物性堆肥原料やこ

れらを原料とする堆肥についても放射性物質による汚染の可能性があ

ることから、今後生産される農産物の安全を確保するための措置。

農家及び関係業者において、事故発生後に１７都県で生じた堆肥等

の施用・販売等の断念を余儀なくされ、これによって減収が生じるこ

とに加え、代替堆肥等の購入費用や家畜排せつ物等の管理及び処分費

用等の追加的費用が発生。

④ 民間団体等による支援対策に係る損害について

７月２６日、農林水産省では、本事案に関連して、以下の取組を公

表。 別紙１６

（ⅰ）放射性セシウムに汚染された稲わらが給与されたことにより暫

定規制値を超過した牛肉について、事業実施主体(民間団体)が買

い上げ焼却。

（ⅱ）価格が低下したり、出荷が制限されている肉用牛肥育農家に対

し、事業実施主体から一定額を損害賠償の立て替え払いとして交

付。

（ⅲ）稲わら等の不足が懸念される畜産農家に対し、事業実施主体が

代替飼料を現物供給。
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＜損害賠償の請求＞

損害を事業実施主体が被害者に代わり請求。

（２）いわゆる風評被害について

① 風評被害の周辺県への広がり

７月８日以降の牛肉価格の動向を見ると、放射性セシウムで汚染さ

れた可能性のある稲わらの流通が確認された等の１７道県（北海道、

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、

群馬県、埼玉県、千葉県、静岡県、岐阜県、新潟県、三重県及び島根

県）において取引価格の下落及び取引数量の減少があることが確認さ

れた。また、キャンセルや取引拒否などが発生していることも確認さ

れた。

各県産牛肉(去勢A4)の価格低下の状況 （いずれも1kg当たりの価格）

北海道※ 1,698→1,349円（最大21％下落） 茨城県※ 1,563→868円 （最大44％下落）

青森県※ 1,550→1,105円（最大28％下落） 千葉県※ 1,586→788円 （最大50％下落）

岩手県※ 1,870→554円 （最大70％下落） 群馬県※ 1,561→467円 （最大70％下落）

宮城県※ 1,615→556円 （最大66％下落） 埼玉県※ 1,550→525円 （最大66％下落）

秋田県
※

1,575→734円 （最大53％下落） 静岡県
※

1,614→1,300円（最大19％下落）

山形県
※

1,613→630円 （最大61％下落） 岐阜県
※

1,762→1,397円（最大21％下落）

福島県※ 1,229→401円 （最大67％下落） 新潟県※ 1,690→1,600円（最大5％下落）

栃木県※ 1,581→465円 （最大71％下落） 三重県※ 1,696→1,640円（最大3％下落）

島根県※ 1,581→1,450円（最大8％下落）

・下線は、牛肉から暫定規制値(500bq/kg)を超える放射性セシウムが検出された県。※は汚染稲わ

らが流通した県。

・東京市場における７月１日～７日の平均価格と22日までの最低価格を比較。

・千葉県では、セシウムによる汚染が懸念される稲わらが流通（検査結果は暫定許容値を下回っ

た。）。また、牧草で暫定許容値を超える値が検出されたため飼料の利用制限を行っていた。

・新潟県、三重県、島根県の価格については、出荷制限・自粛等の影響により、取引量が極端に少

なくなり、価格の下落幅が大きくならなかったと考えられる。

東京市場以外の市場については、全国の主要市場ごとの取引状況を

見てみると、７月８日以降、仙台市場や埼玉市場等東北・関東の市場

においては、東京市場と同様に価格の下落が見られたが、大阪市場な

ど西日本の市場においては、東北・関東の市場ほど大幅な価格の下落

が見られていない。

しかしながら、セシウムの暫定規制値を超えた牛肉に係る問題はい

まだ完全に収束していないことから、今後、上記以外の地域において

も風評被害が発生することが考えられる。

また、取引価格の低下等がみられた地域においては、取引先の要求

等に応じるための検査体制を整備しており、生産者団体及び地方公共

団体等において検査費用が発生していることが確認された。

② 加工・流通業者等における損害

上記①で価格の下落が認められた県産牛肉に関して、加工・流通業

者等に、以下のような損害(風評被害・間接被害等)が発生している。
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（ⅰ）加工・流通業者：仕入れた食肉の不良在庫化、販売価格低下等

による減収及び保管・処分費用

（ⅱ）と畜場：と畜手数料収入減少、返品、暫定基準値を超える枝肉

の保管・処分費用

（ⅲ）解体処理業者：と畜数の減少による収入減少

別紙１７～２１

③ 牛肉の風評被害を検証する上で特に留意すべき事項

（ⅰ）牛肉の産地表示

国産牛肉については、「国産」との表示で足り、都道府県名表示の

義務はないが、「国産」表示に替えて、主たる飼養地が属する都道府

県名、市町村名等を原産地として記載でき、「○○県産牛肉」との表

示もできる。

松阪牛や米沢牛のような銘柄牛を除けば、ブランドの観点からも「○

○県産牛肉」といった表示が一般的である。このため、県内の一部地

域に出荷制限・出荷自粛要請が出された場合は消費者は県域全体の牛

肉を忌避する傾向になりやすく、スーパーや小売では他地域産の販売

を行わざるを得ない状況が発生している。

（ⅱ）牛トレサビリティ情報

牛については、牛トレサビリティシステムにより、いつでも誰でも

個体識別番号をキーにして生産地や飼育場所を容易に確認できるた

め、スーパーや小売店では、稲わら等からの暫定規制値を超えるセシ

ウムが検出された県域の牛肉の取扱を控える動きが出ている。事実、

個体識別番号から牛の生産履歴を確認することができる独立行政法人

家畜改良センターのＨＰには、アクセスが殺到している状況である。

同センターのＨＰへのアクセス件数は、今回の問題が発生する前は一

日平均約１３万件であったが、問題発生後は２０万件を超える日もあ

るなど、消費者等の牛の生産履歴に対する問題発生後、急激に関心が

高くなっている。

また、牛トレサビリティシステムを利用した産地情報は、焼肉店な

どの外食業界においても広く提供されており、同様の理由で他地域産

の牛肉を選択せざるを得ない状況が発生している。


